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研究成果の概要（和文）：2016年の熊本地震では、全部で50人の死者が出たが、その大多数はは起震断層となっ
た布田川断層の北側3kmの範囲内で生じたものであった。一方、家屋の全壊被害は断層線から10km以上離れた場
所でも相当数生じた。監視カメラの映像によると、断層線近くでは、衝撃的な短周期の揺れが卓越したために、
家屋がわずか２～３秒以内で全壊し、家屋内部にいた人は机の下に体を移動させる時間的なゆとりがなかったか
らと推定される。この例が示すように、死亡率のほうが、家屋全壊率よりも鮮明に起震断層近くに集中した分布
を示すと考えられる。歴史地震の場合に起震断層を特定するのに死者率分布図がより有効であろうと推測するこ
とが出来る。

研究成果の概要（英文）：Fifty people were killed by the Kumamoto earthquake in 2016, and most of 
them were killed in the zone up to 3 kilometers from the Futagawa seismogenic fault.  On the other 
hand, distribution of entirely collapsed houses extended up to more than ten kilometers from the 
fault.  Several video cameras showed that houses were collapsed entirely within a few seconds at the
 points close to the fault.  It is presumable that people lived in a house close to the fault had no
 time to make sheltering to move their bodies under tables.  We may generally say that the 
distribution of mortality shows the location of the seismogenic fault more clearly than that of 
house damage.  We confirm this fact for the 1927 Okutango Earthquake, the 1854 Anei Iga Ueno 
Earthquake, the 1828  Echigo-Sanjo earthquake, and another several earthquakes.      

研究分野：歴史地震津波
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１．研究開始当初の背景 
明治 20 年代以前の歴史時代の地震の震央や
起震断層は，地震波の観測データを用いて知
ることはできない。歴史地震に対しては，従
来の研究では家屋被害から推定した震度分
布からおよその震央位置を推定するに留ま
っていた。しかしながら，内陸地震による死
者の発生密度は，起震断層のごく近くに集中
するという傾向があることが知られるよう
になってきた。 
 明治三陸地震（1896）や 2011年東日本震
災の津波では，死者が１桁にとどまる沿岸集
落がある一方，ほぼ全員が死亡するという事
例があった。このような著しい死者発生と津
波高さの関係は解明されることがなかった。 
 
２．研究の目的 
従来歴史地震の震央や断層位置の判定に使
われていた家屋倒壊率に基づく震度分布に
よって判断するよりも，死者分布図を描いて
判断する方がより物理的に正しい震央，起震
断層位置を判定することが出来るという事
実を近現代に起きた地震事例について検証
する事を目的とした。津波の死者と津波高の
関係を解明した。 
 
３．研究の方法 
 近現代に起きた内陸地震について死者発
生分布と断層の位置関係の法則性を検証し
た。この検証には，①2016 年熊本地震，②
1927年北丹後地震，および，③1896年陸羽
地震の３例を用いた。歴史地震事例として，
④ 文政 11年(1828)越後三条地震，⑤明和３
年(1766)津軽地震，⑥安政元年(1854)伊賀上
野地震の３例を取り上げ，死者発生分布から
起震断層を特定し，地震発生のメカニズムを
推定した。 明治三陸津波について死者率と
津波高さの関係法則を見いだした。 
 
４．研究成果 
Ⅰ.起震断層と死者分布 
（１） 2016 年 4 月 16 日，熊本地震(M7.3) 
この地震は布田川断層を起震断層として発
生し 41 人の死者を生じた。死者発生位置を
図 1に△印で示す。死者は起震断層に沿って
断層付近北側に集中していることが分かる。 

 
 図１ 熊本地震の死者発生位置 

（２）昭和 2年(1927)北丹後地震（M7.3） 
 この地震の起震断層は郷村断層とその副
断層である仲禅寺断層，およびそれらと共役
な山田断層の３本の断層であった。図２は町
村毎の家屋全壊率を示している。図 3は町村
別死者率を示している。両図には起震断層の
配置も示しておいたが，家屋全壊率は起震断
層付近で最大分布を示しながらも，分布は西
方の久美浜湖周辺までも拡がっており，家屋
全壊率分布図では，起震断層が明白に示せな
いことがわかる。これに対して図 3の死者率
分布では，３本の起震断層のごく近くでのみ
集中的に大きな値を示しており，鮮明に起震
断層に対応していることが分かる。 

 
図２北丹後地震(1927)の町村別家屋全壊率 

 
図３北丹後地震(1927)の町村別死者率 
 
（３）明治 29 年(1896)陸羽地震 
 明治陸羽地震は秋田県の内陸部の角館・横
手付近の奥羽山脈の縁を南北に走る千屋断
層が起震断層であったことが知られている。 
図４は陸羽地震による町村別死者数の分布
図である。この図から千屋断層に近接した町
村で多数の死者が集中的に生じていたこと
が分かる。千屋断層は南端は横手付近で地上
断層としては終わっているが，死者分布はそ
の南の延長部にまで分布している。千屋断層
の南の延長部は地下に伏在していて，ここま
で起震断層部分が延びていたことを示して
いる。 



 
図 4 陸羽地震(1896)の町村別死者数 
 
（４）文政 11 年(1828)越後三条地震 
 近現代の３件の地震事例から，起震断層が
どれであるかを判定するのに，家屋全壊率か
分布から描いた震度分布図よりも死者数，あ
るいは死者率分布図の方が有効であること
が分かった。この事実を，起震断層が明白に
は知られていなかった歴史地震に応用した。
まず第一に文政越後三条地震（1828）を取り
上げた。図５は町村別の家屋倒壊率から推定
した震度分布図である。この図から震央の推
定位置として三条付近の図の×印付近と推
定されてきた（例えば宇佐美，2003）。とこ
ろが本研究によって，江戸期の町村別の死者
数の分布図を描いてみると図６のようにな
る。図６によると町村別死者数の大きな数値
を示すのは，三条のあたりではなく，そこか
ら南南西に約 10km 離れた見附付近であるこ
とが分かる。つまり，この地震の力学的な 

 
図 5 文政越後三条地震(1828)の家屋倒壊率
から推定された震度分布。震央は三条付近の
X印点とされていた（宇佐美，2003） 

 
 図６ 文政越後三条地震(1828)の町村別 
死者数分布 ×印は家屋被害による震 
央，＋印は死者分布から推定した震央 
 
震央は，三条ではなく，見附付近であると考
えられる。この見附の死者分布から推定した
震央付近には悠久山断層が走っており，これ
がこの地震の起震断層であったと推定され
る。したがって，今後この地震は「文政越後
三条地震」ではなく「文政見附地震」と呼ぶ
方が適切である。 
 
（５）明和３年(1766)津軽地震 
 明和 3年(1766)津軽地震は，家屋被害率に
よる震度分布図が図７のように示されてき
た。この図によると弘前や五所川原を含む津
軽平野では震度５，津軽半島の中央部，およ
び津軽海峡に面した三厩・今別付近は震度６
とされ，特にどの断層が起震断層であったか
については，判断は示されてはこなかった。 

 
 図 7 明和津軽地震(1766)の家屋被害率か 
ら推定された震度分布図（宇佐美，2003） 
 
本研究では，明和津軽地震について，組（津
軽藩の行政単位），および町村別の死者率（人
口当たりの死者％）を計算し，プロットした
ところ図８が得られた。図には津軽半島に存



在する活断層を書き入れてある。この図によ
ると，死者分布で見たとき，地域は３つの群
から成っていることが分かる。すなわち，①
浪岡，藤崎，五所川原，金木などを含む津軽
平野のグループ，② 青森，油川，蟹田を含
む陸奥湾西岸のグループ，および③津軽海峡
に面した三厩・今別グループである。①と②
の間，および②と③の間には，それぞれ無被
害地域が挟まっていて，各グループは相互に
明白に分離している。活断層と合わせて見る
と，グループ①は津軽山地西縁断層の滑りに
よって生じたと推定される。またグループ②
は青森湾西断層の活動によるものであろう。
③は対応する地表活断層は見いだせないが，
この付近に局地的に伏在する断層の滑りに
よるものであろう。 

 
 図 8 明和津軽地震の町村別死者率（％） 
 
（６）安政伊賀上野地震（1854） 
歴史地震の第三番目の事例として，幕末の
嘉永七年（＝安政元年，1854）に起きた安政
伊賀上野地震を取り上げよう。図 9は安政伊
賀上野地震による村，および上野の城下町の
街区ごとの潰家率をプロットしたものであ
る。伊賀上野の城下を構成する各街区や，西
郊外の長田，朝屋などの村より，それらの北
側を東西に走る木津川断層から至近の位置
にある西高倉，野間，三田などの各村での家
屋倒壊率が高く，この三村ではいずれも倒壊
率は 80%を越えており，ほぼ全家屋が倒壊し
たことが分かる。この地震の場合には，家屋
倒壊率分布によってすでに木津川断層が起
震断層であることが分かる。図 10 に村・街
区別死者率の分布を示したが，こちらの図の
方がより明瞭に木津川断層に近接した村で
多くの死者が集中的に生じたことが分かる。 
 

 
図 9 安政伊賀上野地震(1854)の村・街区 
別家屋倒壊率 

 
 
 図 10 安政伊賀地震（１８５４）による 
集落別死者数 
以上，地震による死者は活断層に至近の位
置の上盤側で集中的に発生する，ということ
が過去事例から帰納的に証明することが出
来た。 
 
Ⅱ．津波による死者発生の法則 
津波による死者は，地震による死者よりも
格段に大きな死者率を示す。1995 年の阪神淡
路大震災の最大被災地となった神戸市三宮
の古い木造家屋の街区でも，死者率は７％程
度であった。また，図３に掲げた昭和 2年北
丹後地震の最大被災地の峰山でも死者率は
20%程度であった。ところが，津波警報もな
く津波避難もほとんど行われなかった明治
三陸津波（1896）の場合，死者率が 80%を越
え、ほぼ完全に壊滅・消滅した沿岸集落が多
数存在した（図 11）。 
 



 
図 11 明治三陸地震津波(1896)の三陸 
海岸南半部での集落別死者率（左図）と
津波の高さ（右図棒グラフ）、左図黒丸
は死者率が 80%を越えてほぼ完全壊滅し
た集落 
 
明治三陸津波(1896)について，沿岸集落で
の津波による死者率，およびそこでの津波の
高さの両方が知られている場所は，全部で
193 ヶ所に昇る。横軸に津波の高さを対数目
盛りで取り，縦軸に死者率を取ってプロット
すると図 12 が得られた。 

 
 図 12 津波の高さと死者率 
 
このプロットされた各点に対して最小二
乗法により対数正規分布曲線を当てはめ，図
12 の太実線が得られた。この結果から次のこ
とが言える。 
（A）津波高 2.5m 以下では死者を生じない。 
（B）津波高さが 7.3m のとき，死者率がほぼ 
50%に達する。 
(C) 津波高さが 12m に達すると死者率が 
80%を越える「全滅集落」が発生し始める。 
（D）津波高さが 20m に達するとほぼすべて 
の沿岸集落で死者率 80%を越える「全滅集 
落」となる。 
ここに得られた法則は歴史津波事例に応
用することが出来るであろう。たとえば，慶
長南関東地震(慶長九年，1605)のさい，房総
半島の大多喜領七ヶ村（現在のいすみ市と御
宿町）が「人馬数百人死，中にも七村は跡な
し」と記されている。ここでは津波高さは 20m
に達したと推定出来るのである。 
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